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国
民
年
金
保
険
料 

お
得
な
納
付
方
法
の
ご
案
内
　

　
国
民
年
金
保
険
料
は
、
ま
と

め
て
前
払
い(

前
納)

す
る
と
割

引
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

お
得
な
前
納
の
申
込
は
お

早
め
に

　
前
納
す
る
と
、
下
表
の
と
お

り
、
前
納
月
数
と
納
付
方
法
に

応
じ
た
割
引
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
の
で
、
大
変
お
得
で
す
。

口
座
振
替
で

最
大
１
５
、６
４
０
円
お
得

　
最
も
大
き
な
割
引
を
受
け
ら

れ
る
の
が
口
座
振
替
に
よ
る
２

年
前
納
で
す
。
平
成
29
年
度
に

口
座
振
替
で
２
年
前
納
し
た
時

の
割
引
額
は
１
５
、
６
４
０
円

で
し
た
。

　
ま
た
、
前
納
は
難
し
い
と
い

う
人
も
、
当
月
末
日
の
口
座
振

替
（
早
割
）
に
す
る
だ
け
で
月

額
50
円
の
割
引
き
に
な
り
ま
す
。

ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

保
険
料
の
納
付
方
法

①
口
座
振
替

②
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
納
付

③
日
本
年
金
機
構
か
ら
送
付
さ

　
れ
る
納
付
書
を
使
用
し
、
金

　
融
機
関
、
郵
便
局
、
コ
ン
ビ

　
ニ
等
の
各
窓
口
で
納
付

④
電
子
納
付
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

　
ト
バ
ン
キ
ン
グ
、
モ
バ
イ
ル

　
バ
ン
キ
ン
グ
、
テ
レ
フ
ォ
ン

　
バ
ン
キ
ン
グ
等
）

【
口
座
振
替
】

手
続
き
先　
各
金
融
機
関
又
は

　
年
金
事
務
所

用
意　
年
金
手
帳
又
は
納
付
書
、

　
預
（
貯
）
金
通
帳
、
通
帳
届

　
出
印

【
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
納
付
】

手
続
き
先　
年
金
事
務
所
（
市

　
か
ら
年
金
事
務
所
へ
の
取
り

　
次
ぎ
も
し
て
い
ま
す
）

用
意　
年
金
手
帳
又
は
納
付
書
、

　
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
、
印
鑑

前
納
の
申
込
期
限

　
口
座
振
替
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ

　
ー
ド
納
付
の
前
納
の
新
規
・

　
変
更
の
申
込
期
限
は
２
月
末

　
日
（
６
か
月
前
納
の
後
期
は

　
８
月
末
日
）
で
す
。

※
納
付
書
に
よ
る
前
納
は
、
４

月
か
ら
翌
々
年
３
月
ま
で
の
最

大
２
年
分
を
納
め
る
こ
と
が
で

き
ま
す
（
２
年
前
納
）
。
ま
た
、

年
度
途
中
の
月
か
ら
翌
年
度
末

ま
で
の
前
納
も
可
能
で
す
。
２

年
前
納
の
申
込
期
限
等
に
つ
い

て
は
、
年
金
事
務
所
へ
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
１
年
及
び
６
か
月
前

納
に
つ
い
て
は
、
年
度
当
初
に

日
本
年
金
機
構
か
ら
送
付
さ
れ

る
納
付
書
に
同
封
さ
れ
て
い
ま

す
の
で
、
申
込
は
不
要
で
す
。

※
電
子
納
付
の
手
続
方
法
等
は
、

ご
利
用
に
な
る
金
融
機
関
に
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

平
成
29
年
度
の
国
民
年
金

保
険
料
も
忘
れ
ず
に
納
付

し
ま
し
ょ
う

　
平
成
29
年
度
の
国
民
年
金
保

険
料
は
月
額
１
６
、
４
９
０
円

で
す
。
納
付
期
限
は
、
納
付
対

象
月
の
翌
月
末
日
で
す
。
納
付

期
限
ま
で
に
保
険
料
を
納
め
な

い
と
障
害
基
礎
年
金
や
遺
族
基

礎
年
金
を
受
給
で
き
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す
の
で
、
忘
れ
ず
に

納
付
し
ま
し
ょ
う
。

★
市
民
課
国
民
年
金
係

☎
�
１
１
１
４

★
市
民
福
祉
課
市
民
税
務
係

☎
�
１
３
３
３

★
熊
谷
年
金
事
務
所

　
☎
０
４
８-

５
２
２–

５
０
１
２

■確定申告に必要な「社会保険料控除証明
　書」が送付されます

　平成29年10月３日から12月31日までの間で、
平成29年中に初めて国民年金保険料を納付した
人には、「社会保険料（国民年金保険料）控除
証明書」が２月上旬に日本年金機構から送付さ
れますので、確定申告の際にご使用ください。
　なお、平成29年１月１日から10月２日までに
納付した人には、昨年11月に送付済みです。

社会保険料控除証明書に関するお問い合わせ
★ねんきん加入者ダイヤル
　☎０５７０―００３―００４
　(ＩＰ電話０３―６６３０―２５２５）
★熊谷年金事務所
　☎０４８―５２２―５０１２

年金以外の所得が
20 万円を超える

給与以外の所得が
20 万円を超える

勤務先から市に
「給与支払報告書」
が提出されている

所得金額が所得税
の所得控除合計よ
り大きい

あなたの申告は所得税の確定申告？それとも市民税・県民税の申告？

平成30年１月１日に本庄市に住んでいましたか？
本庄市での市民税・県民税申告は必要ありません。
平成30年１月１日にお住まいの市区町村にご確認ください。

フローチャートの質問に答えて、確認してみましょう！

平成29年中にどのような収入がありましたか？

年金以外の
所得がある

収入なし 主に給与 主に公的年金 主に営業・農業・不動産

年金収入が 400
万円を超える

給与収入が 2,000
万円を超える

勤務先は１か所だけ
で年末調整している
（複数でも年末調整で合算
している場合は「はい」へ）

控除の追加がある 給与以外の
所得がある

控除の追加がある

所得金額が所得税
の所得控除合計よ
り大きい
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Ａ
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Ｂ

Ｂ

Ｂ
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Ｂ

Ｄ

Ｄ

非課税所得のみ（遺族年金、障害者年金、
失業給付金など）

Ａ 所得税の確定申告が必要 市民税・県民税の申告は必要ありません。
Ｂ 市民税・県民税の申告が必要 所得税の還付を受ける場合は、確定申告が必要です。

Ｃ 市民税・県民税の申告が必要な場合あり

次のいずれかに該当する場合は、市民税・県民税の申告が必要です。
①16歳以上の国民健康保険加入者とその世帯主
②後期高齢者医療保険被保険者とその世帯主
③介護保険被保険者とその世帯主及び世帯員
④市営住宅及び県営住宅入居者（中学生以下は除く）
⑤医療福祉などの行政サービスを受ける場合
⑥所得・課税証明書が必要な人

Ｄ 申告は不要 所得税の還付を受ける場合は、確定申告が必要です。
※このフローチャートは一般的な例です。

次の①～⑪に該当する場合は税務署で確定申告が必要です (５ページ『本庄税務署からのお知らせ』をご覧
ください）。該当しない場合はスタートから質問に答えて進んでください。
①青色申告をする ②平成 28年分以前の確定申告をする
③死亡者の確定申告をする ④土地・建物・株式等の譲渡所得がある
⑤先物取引に係る雑所得等がある ⑥雑損控除を受ける
⑦住宅借入金等特別控除を受ける（初年度） ⑧山林所得がある
⑨災害減免を受ける ⑩外国税額控除を受ける
⑪外国に住んでいる扶養親族の扶養控除を受ける

スタート

(参考）平成２９年度　国民年金保険料　割引額早見表
２年前納　　 　　　　　  　

（４月～翌々年
３月分）

１年前納　　　　　     　　
（４月～翌年

３月分）

６か月前納
（前期：４月～９月分）
（後期：10 月～翌年３月分）

早割
（当月末振替）

納
付
方
法

口座振替 １５, ６４０円 ４, １５０円 １, １２０円 ５０円

クレジット
カード納付 １４, ４００円 ３, ５１０円 ８００円
納付書

※　割引額は当該年度の保険料額によって変動しますので、翌年度以降は変わる場合があります。　
※　早割ができるのは口座振替のみです。

は　い
いいえ


